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徳島県立高等学校等専攻科修学支援金交付要綱 
 
（趣旨） 
第１条 徳島県立高等学校等専攻科修学支援金（以下「専攻科支援金」という。）につ

いては，予算の範囲内で支給するものとし，その支給については，高等学校等修学支

援事業費補助金（専攻科の生徒への修学支援）交付要綱（令和２年４月１日文部科学

大臣決定）及び高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への修学支援）の取

扱いについて（通知）（令和２年４月１日元文科初第１８６１号）に定めるもののほ

か，この要綱の定めるところによる。 
 
（目的） 
第２条 専攻科支援金は，徳島県が設置する高等学校等専攻科に通う低所得世帯の生徒

に対する授業料に係る支援を行うことにより，高等学校等専攻科における教育に係る

経済的負担の軽減を図り，もって教育の機会均等に寄与することを目的とする。 
 
（定義） 
第３条 この要綱において，「保護者等」とは，就学に要する経費を負担すべき者（生

徒に保護者（親権を行う者又は未成年後見人をいい，法人である未成年後見人及び児

童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十三条の二第一項，第三十三条の八

第二項又は第四十七条第二項の規定により親権を行う児童相談所長，同法第四十七条

第一項の規定により親権を行う児童福祉施設の長及び民法（明治二十九年法律第八十

九号）第八百五十七条の二第二項の規定により財産に関する権限のみを行使すべきこ

ととされた未成年後見人を除く。）がいる場合は当該保護者とし，生徒に保護者がい

ない場合は当該生徒（当該生徒が主として他の者の収入により生計を維持している場

合にあっては，当該他の者）とする。 
なお，成年年齢に達した場合の「保護者等」については，「当該生徒が主として他

の者の収入により生計を維持している場合にあっては，当該他の者」にある「当該他

の者」を「成年年齢に達する日以前の日において生徒等の保護者であった者」（生徒

等の父母であれば，その両名）を指すものとする。 
 
（支給の対象者等） 
第４条 専攻科支援金の支給対象となる者（以下「受給権者」という。）は，徳島県が

設置する高等学校等専攻科に在学する者（以下「生徒」という。）で，次の各号の全

てに該当する者とする。 
（１）日本国内に住所を有する者 
（２）高等学校等専攻科を修了していない者 
（３）高等学校等専攻科に在学した期間が通算して２４月を超えない者 
（４）次条第１項各号に掲げる保護者等の経済的負担を軽減する必要があると認められ

る者  
（５）高等学校等専攻科の学科のうち, 大学への編入学基準を満たす課程又は国家資 

  格者養成課程（特別支援学校専攻科については, 就労支援に資する教育課程を含 

  む。）に通う者 
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２ 前項に規定する者が次の各号のいずれかに該当するときは, 原則として，当該各号

に定める時点から支援の対象としない。 
 （１）退学・停学（３か月以上のものに限る。）の処分を受けた者 処分を受けた日 

  の属する月の翌月     
 (２) 一の年度における修得単位数が学校の定める当該年度の標準修得単位数の５割 

  以下の者 翌年度の４月 
 (３) 一の年度における出席率が５割以下の者 翌年度の４月 
３ 徳島県が設置する高等学校等専攻科の長（以下「学校長」という。）は受給権者に

代わって専攻科支援金を受領し，当該受給権者の授業料に係る債権の弁済に充てるも

のとする。これにより，当該受給権者に対し，専攻科支援金の支給があったものとみ

なす。 
 
（支給額等） 
第５条 保護者等の経済的負担を軽減する必要があると認められる者は，次の各号に掲

げる者とし，その専攻科支援金の支給額は，それぞれ当該各号に定める額を限度とす

る。  
（１）保護者等が道府県民税所得割及び市町村民税所得割を課されない者（住民税非課

税世帯） ９,９００円（月額） 
（２）保護者等の道府県民税所得割の額と市町村民税所得割の額とを合算した額が八万

五千五百円未満である者（（１）に該当する者を除く。）（住民税非課税に準ず

る世帯） ４,９５０円（月額） 
２ 専攻科支援金の支給期間は最大２４月とする。 
 
（受給資格の認定） 
第６条 学校長は，受給資格認定申請書（様式１）に保護者等の道府県民税所得割額と

市町村民税所得割額を証明する書類（以下「課税証明書」という。）を添付して（以

下「受給資格認定申請書等」という。）生徒から提出させ，受給資格認定申請者一覧

（様式２）を作成し，受給資格認定申請書等とともに，知事に提出しなければならな

い。 
２ 知事は，前項の規定による受給資格認定申請書等及び受給資格認定申請者一覧の提 

出があったときは，審査の上，受給資格の認定又は不認定の決定を行い，受給資格認

定結果一覧（様式３（別添））及び高等学校等専攻科修学支援金支給決定（予定）者

一覧（様式３１）を学校長へ通知するものとする。 
３ 学校長は，知事から前項の通知を受けたときは，高等学校等専攻科修学支援金受給

資格認定通知（様式４）及び高等学校等専攻科修学支援金支給決定（支給予定）通知

書（様式３２），受給資格の不認定の決定を受けた者については，高等学校等専攻科

修学支援金不認定通知（様式５）を作成し，速やかに生徒に通知するものとする。 
 
（収入状況の届出） 
第７条 学校長は，収入状況届出書（様式１）に保護者等の課税証明書を添付して（以

下「収入状況届出書等」という。）生徒から提出させ，収入状況届出者一覧（様式１

１）を作成し，収入状況届出書等とともに所定の期日までに知事に提出しなければな
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らない。 
２ 知事は，前項の規定による収入状況届出書等とともに収入状況届出者一覧の提出が

あったときは，審査の上，継続して専攻科支援金を支給するか受給資格が消滅するか

の決定を行い，収入状況審査結果一覧（様式１２（別添））に継続して専攻科支援金

を支給する者については高等学校等専攻科修学支援金支給決定（予定）者一覧又は高

等学校等専攻科修学支援金変更支給決定（予定）者一覧（様式３３）を，受給資格が

消滅した者については受給資格消滅者一覧（様式７（別添））を添付し，学校長へ通

知するものとする。 
３ 学校長は，知事から前項の通知を受けたときは，高等学校等専攻科修学支援金支給

決定（支給予定）通知書，高等学校等専攻科修学支援金変更決定（支給予定）通知書

（様式３４）又は受給資格消滅通知（様式９）を作成し，速やかに生徒に通知するも

のとする。 
４ 知事は，受給権者が正当な理由なく収入状況届出書等を提出しないとき又は停学（３

か月未満の者に限る。）の処分を受けたときは，専攻科支援金の支給を一時差し止め

ることができる。 
５ 知事は，前項の規定による一時差し止めを決定した場合は，支払差止者一覧（様式

１３（別添））を学校長へ通知するものとする。 
６ 学校長は，知事から前項の通知を受けたときは，支払の一時差止め通知（様式１４

又は様式１５）を作成し，速やかに生徒に通知するものとする。 
 
（支給停止等） 
第８条 学校長は，受給権者が休学等により専攻科支援金の支給停止を希望するときは，

支給停止申出書（様式１６）を提出させ，知事に提出しなければならない。 
２ 知事は，前項の規定による支給停止申出書の提出があったときは，審査の上，支給

停止の決定を行い，支給停止者一覧（様式１７（別添））を学校長へ通知するものと

する。 
３ 学校長は，前項の通知を受けたときは，支給停止通知（様式１８）を作成し，速や

かに受給権者に通知するものとする。 
４ 学校長は，支給停止の決定を受けた受給権者（以下「支給停止者」という。）が支

給再開を希望するときは，支給再開申出書（様式１９）及び収入状況届出書等を支給

停止者から提出させ，知事に提出しなければならない。ただし，支給停止前から保護

者等に変更が生じておらず，既に課税証明書を提出している場合にあっては，支給再

開申出書のみの提出となる。 
５ 知事は，前項の規定による支給再開申出書の提出があったときは，審査の上，専攻

科支援金の支給の再開又は受給資格消滅の決定を行い，支給再開者一覧（様式２０（別

添））又は受給資格消滅者一覧を学校長へ通知するものとする。 
６ 学校長は，知事から前項の通知を受けたときは，支給再開通知（様式２１）又は受

給資格消滅通知を作成し，速やかに支給停止者に通知するものとする。 
 
（保護者等の変更） 
第９条 学校長は，受給権者に係る保護者等について変更があったときは，収入状況届

出書等を受給権者から提出させ，収入状況届出者一覧を作成し，収入状況届出書等と
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ともに，知事に提出しなければならない。ただし，既に保護者等の課税証明書を提出

している場合にあっては，これを添付することを要しない。 
２ 知事は，前項の規定による収入状況届出書等と収入状況届出者一覧の提出があった

ときは，第７条第２項の規定により処理する。 
３ 学校長は知事から前項の通知を受けたときは，第７条第３項の規定により処理する。 
４ 保護者等の変更により，新たに受給資格の要件を満たすこととなる生徒は，第６条

第１項の規定に基づいて申請を行うことができる。 
５ 知事は，保護者等に変更が生じたにもかかわらず，第１項本文の規定による収入状

況届出書等の提出を拒否する者が生じた場合は，その受給資格を消滅させることがで

きる。 
 
（受給資格の消滅） 
第１０条 学校長は，受給権者の受給資格が消滅したときは，受給資格消滅者一覧（様

式６）を作成し，関係書類を添えて，知事に提出しなければならない。 
２ 知事は，前項の規定による受給資格消滅者一覧の提出があったときには，審査の上，

受給資格消滅者一覧を学校長へ通知するものとする。 
３ 学校長は，知事から前項の通知を受けたときは，受給資格消滅通知（様式８又は様

式１０）を作成し，速やかに生徒に通知するものとする。 
 
（支給実績の証明） 
第１１条 専攻科支援金の受給資格が消滅した者が，再び受給資格の認定の申請をする

ときは，前条第３項の通知を添付しなければならない。 
２ 生徒は，前条第３項の通知を紛失した場合は，支給実績証明書発行申請書（様式２

２）により，知事に申請をしなければならない。 
３ 知事は，前項の規定による申請があった場合は，支給実績証明書を発行するものと

する。 
 
（交付の申請） 
第１２条 学校長は，高等学校等専攻科修学支援金交付申請書（様式２４）に関係書類

を添えて，知事が指定する期日までに提出しなければならない。 
 
（交付の決定） 
第１３条 知事は，前条の規定による交付申請書の提出があったときは，審査の上，交

付決定を行い，高等学校等専攻科修学支援金交付決定額一覧（様式２５（別添））を

学校長に通知するものとする。 
 
（変更交付の申請） 
第１４条 学校長は，前条の規定による交付決定を受けた専攻科支援金の額の変更が必

要となった場合は，高等学校等専攻科修学支援金変更交付申請書（様式２６）に関係

書類を添えて，知事に提出しなければならない。 
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（交付の変更決定） 
第１５条 知事は，前条の規定による高等学校等専攻科修学支援金変更交付申請書の提

出があったときは，審査の上，交付の変更決定を行い，高等学校等専攻科修学支援金

変更交付決定額一覧（様式２７（別添））を学校長に通知するものとする。 
（請求及び支払い） 
第１６条 学校長が専攻科支援金の交付を受けようとするときは，高等学校等専攻科修

学支援金支払請求書（様式２８）を知事に提出しなければならない。 
２ 知事は，前項の規定による支払請求書の提出があったときは，その内容を審査の上，

適当であると認めるときは，専攻科支援金を交付するものとする。 
 
（概算払い） 
第１７条 知事は，専攻科支援金の交付の目的を達成するために必要があると認めると

きは，学校長に対し，交付決定をした専攻科支援金の全部又は一部を概算払により交

付することができる。 
２ 前項の規定による概算払については，前条の規定を準用する。 
 
（状況報告） 
第１８条 学校長は，知事の要求があったときは，専攻科支援金について状況を速やか

に報告しなければならない。 
 
（実績報告等） 
第１９条 学校長は，第１３条の規定による交付決定を受けた専攻科支援金（第１５条

の規定による変更決定の内容を含む。）について，実績報告書（様式２９）に関係書

類を添えて，知事が指定する期日までに提出しなければならない。 
２ 知事は，前項の規定による報告を受けたときは，実績報告書等の書類の審査及び必

要に応じて行う現地調査等により，報告に係る事業の成果が専攻科支援金の交付決定

の内容（第１５条の規定による変更決定の内容を含む。）及びこれに付された条件に

適合するものであるかどうかを調査し，適合すると認めたときは，交付すべき専攻科

支援金の額を確定させ，学校長に通知するものとする。 
 
（支給決定の取消し等） 
第２０条 知事は，受給権者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，専攻科

支援金の支給決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
（１） 法令，本要綱，専攻科支援金の支給の決定の内容又はこれに付した条件，その

他法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反したとき。 
（２） 専攻科支援金に関して，不正，怠慢，虚偽その他不適当な行為を行ったとき。 
 
  附 則 
この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 
 
 
 


